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【イギリス】2023年国家安全保障法の制定

海外立法情報課長 声田 淳

*2023年 7月 、外国からの敵対的な活動の脅威に対処し、国家の安全及び利益を保護するた

め、スパイ活動等に対する犯罪類型の創設などを行う法律が制定された。

1 制定の背景等

イギリスでは、2023年 7月 H日 、2023年国家安全保障法1(以下「2023年法」)が制定され

た。制定の背景として、外国からの敵対的な活動 (ス パイ活動、政治シス冴ムヘの干渉、妨害

行為、偽情報、サイバー作戦 (cヵcr Opcrttions)等)の脅威が増大しているという認識が示され

ている2。 そこで、2023年法は、国家安全保障、国民の安全、イギリスの重要な利益を保護する

ため、上述した脅威を抑止・発見・根絶する手段として、適切な犯罪類型の創設、関係機関の

権限強化などを行 うものである。なお、2023年法の制定に伴い、19H年、1920年及び 1939年

の公務秘密法3が廃止されている。

2 2023年法の概要

2023年法は、全 6部 102か条附則 18編から成る。本則の構成は、第 1部 「スパイ活動、妨

害行為及び外国勢力 [foreignpower]のために活動する者」 (第 1条～第 38条 )、 第 2部 「防

止及び調査措置」 (第 39条～第 62条)、 第 3部 「第 1部及び第 2部等の運用の評価」 (第 63

条、第 64条 )、 第 4部 「外国の活動及び外国影響力登録制度」 (第 65条～第 83条)、 第 5部

「テロリズム」 (第 84条～第 92条)、 第 6部 「雑則及び一般規定」 (第 93条～第 102条)と

なっている。雑則及び一般規定では、軽微かつ派生的な改正等のほか、2023年法の適用範囲及

び施行期日を定めている。施行期日については、制定と同国 (8か条)と された一部の規定を

除き、主務大臣の定める規則
4に

委ねられている (第 100条 )。

3 2023年法の主な規定

(1)スパイ活動及び妨害行為に関する見直し (第 1部 )

①外国勢力のために、無許可であることを知りながら、営業秘密を取得又は開示する

②イギリスに関連する活動を行う外国諜報機関を実質的に援助する意図を持って行為す

* 本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は 2024年 1月 10日 、 []は筆者による補記である。
l National Sccwity Act 2023 c.32,<httpsy/削町W.lCgisiation.gov.lWukpga/2023/32/colltcnts>

2“Nttional Security Act 2023:Explanttory Notcs,"p7Lcgislation gov.uk wcbsitc<1lttpsy/wttw.lcgislation gov.uklukpg

a/2023/32/pd島/ukpgacnP023003生 cn,pdf>な お、本説明資料は、以下の記述を行 うに当たつても参照した。
3 0mCial secrcts Act 191l c 28<lattps//-legislation.gov uk/ukpg″ Gco5/1‐ 2/28/content鬱;Omcial secrcts Act 1920

c,75 <httpα //―w lcgislation.gov.ur/ukpga/Ceo5/10‐ 11/75ん ontents>;Official Secrets Act 1939 c 121.<httpЫ //― le

glsitton gov.贈 ukpga/Cco6/2‐ 3/121/contents>こ れらの法律は、主として当時の ドイツによる脅威に焦点を当てたも

のであった。̀ Natlonal Secwity Act 2023:Explanatoky Notcs,"Opj▲ (2),p.7.ま た、そこで定められていたスパイ活

動に関わる犯罪についての規定は、罰則の引上げなど、所要の見直しとともに 2023年法に引き継がれた。
4第 1部から第 3部まで及び第 92条から第 94条までについて、施行 日を 2023年 12月 20日 とする規則が制定され

た。Thc National Security Act 2023(Commencemellt No l and Saving PЮ 宙sion)Regul・■tions 2023 No 1272(C91)

<https://― lcg:siation gov uk/uksi/2023/1272/contents/1madc>
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を犯罪とする規定を設けた (第 2条、第 3条)。 いずれも違反した場合には、14年以下の拘禁

刑若しくは罰金、又はその両者が科される。なお、外国勢力とは、外国の元首、政府、政権政

党等を指す (第 32条 )。

また、サイバー攻撃を含む、重要インフラ、電子システム、情報を始めとした資産 (asset)

に損害を与える行為に対して、新たに妨害行為罪を設けた (第 12条 )。 妨害行為罪となる要件

は、①行為が資産に損害を与えることを意図しているか、又は損害を与えるか否かについて無

思慮である5こ とのほか、②イギジスの安全又は利益を害する目的であること、③外国勢力のた

めに行われたことである。違反した場合には、終身刑若しくは罰金、又はその両者が科される。
|

(2)国家の脅威に対する防止及び調査措置 (第 2部 )

外国勢力による国家の脅威となる活動への関与を防止又は制限する目的で、主務大臣が命じ

ることのできる「国家の脅威に対する防止及び調査措置 (Statc Tl■
・etts Prcvc耐on and hvestig前 on

Mcasuesi ST‐ PI卜Is)」 を新たに設けている (第 39条 )。 当該措置は、指定された住居への滞在

要求など (附則第 7)、 テロジス トの疑いがある者の行動に要求・制限を課す「テロリズムに対

する防止及び調査措置」に準じるものとなっている6。

(3)第 1部及び第 2部等の運用に対する評価 (第 3部 )

主務大臣は、2023年法の第 1部及び第 2部のほか、敵対的な国家による活動に対する国境警

備権限について規定した 2019年テロリズム対策及び国境警備法7附
則第 3の運用に関して、年

次審査を行 う独立審査官を任命する義務を負 う (第 63条 )。 主務大臣は、独立審査官による年

次審査の報告書を議会に提出しなければならない (同条)。

(4)外国影響力登録制度 (第 4部 )

外国影響力登録制度 (Foreign lnaue4Ce Registr誠 lon Schemc:FIRS)は 、2020年 7月 に議会情報

保安委員会の提出した報告書
8に よる勧告を踏まえたものである。外国の影響力の透明性を高め

るため、外国勢力の指示によリイギリス国内で政治的影響力を持つ活動などを行 うに当たつて

は登録が必要となる (第 69条等)。 登録に際して虚偽又は誤解を招く情報を提供することも、

犯罪となる (第 77条 )。 (

(5)テ ロリズム関連規定 (第 5部)

テロリズム犯罪で有罪判決を受けた者が受けられる民事法律扶助 (civillegal ttd)に 制限を設

ける (第 89条 )と ともに、2000年冴ロリズム法9を
改正し、既存のテロリズム予防措置の強化、

新たな同措置の導入等を行っている (第 92条、附則第 17)。

5原
話は「rcckless」 。故意には至らないが、通常の過失よりも非難1陛は大きく、我が国の未必の故意及び認識ある過

失を独立のカテゴリとしたものに当たる。田中英夫ほか編『英米法辞典』東京大学出版会,1991,p702
6 HomC Omce,Poヵ

り P,ュ,9,・fSどとrrて ,rデ?′セ,た P″躍ガカИ αη′加ッて′♂′,g,ど ,οИ ,″,9α∫″′?Sド舞1カИナ Nι I″ο″ι:′ 能じ′r,4/β〃 /αじト

♂力¢¢ち 13」uly 2023 <https,11螂 80V・ uk/govcmment/publicationsれ ational‐ scc面サ‐bilI‐factsheets/statc‐ thrcats‐prevention‐

and‐invesigation‐ measurcs‐ sψ imS‐■誠lo■al‐ secuttty‐ bll‐色ctshcc, 「テロリズムに対す る防止及び調査措置」について

は、日村祐子「 【イギリス】2021年テロ対策及び量刑法の制定」『外国の立法』No 291‐ 2,2022.5,pつ くhttps′doi.

org/1011501/12251708>を 参照。
7 countcr‐Tcronsm and Bordcr Sccurity Act 2019 c.3<https://― .lcgisiation.gov ur/ukpga/2019/3/cnactcd>

8 htclligcncc and Sccwity Commmce of Pと diainent,只 ″dd力 ,21 July 2020<httslttsc,■ ldcpcndent gov.ur/wp‐ colltent/up

loads/2021/01/20200721 HC632 CCS001 CCS1019402408-001」 SC_Russia Report Wф  Accesslbに ,d●
>当 該報告書で

は、他国における同様の制度 として、アメリカの 1938年外国代理人登録法 (ForЫ gn Agent Reか tr江10n Act 1938)

やオース トラリアの 2018年外国の影響透明化制度法 (Fordgn I■■uence Transparency Scheme Act 2018)が 挙げら

れている。
9 Tcrroism Act2000 c ll<littpsy/コ 、Tw icgislation gov ukノ ukpga/2000/11/contcnts>
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